
都道府県／市区町村 交通モード 実施時期 概　　　要 国庫補助制度の活用

北海道当別町
（人口：約２万人）

コミュニティバス
（運行主体：当別町）

平成１８年度より
実証運行

＜取組の背景＞
・当別町は、南北に細長く、２つの市街地の周りに広大な農
地と住宅が点在している。
・町内を運行していた乗合バスは２路線のみで、地域住民の
ための総合的なバス路線は存在していなかった。
＜取組の内容＞
・当別町を含めた４事業者が参加し、北海道医療大学の学
生及び付属病院の患者、新興住宅住民、整形外科の患者
各々を送迎するバス、町の福祉バス及び廃止代替バスを一
元化した。
・路線及びダイヤの合理化・効率化を図ることで、各バス事
業者の経費削減と併せて、利便性の高い生活交通サービス
として、コミュニティバスを運行した。
全路線1回200円の運賃 定期券 回数券で利用可能とな

自動車運送事業の安全・円
滑化等総合対策事業（平成
１８年度・１９年度）
地域公共交通活性化・再生
総合事業（平成２０年度）

スクールバス・福祉バス等を活用した主な取組み事例 参考資料３

（国土交通省資料）

・全路線1回200円の運賃・定期券・回数券で利用可能となっ
ている。

福島県二本松市
（人口：約６万３千人）

乗合タクシー
（運行主体：二本松市・

タクシー事業者）

平成１６年度より
本格運行

＜取組の背景＞
・二本松市は、福島県北部に位置し、西部には安達太良山
の裾野が広がり、東武の市街地付近を阿武隈川が流れる。
・平成１７年１２月、旧二本松市と旧安達郡安達町、岩代町、
東和町が合併して発足した。
・旧二本松市内で運行されていた１８のバス路線のうちほと
んどが広域的路線で、かつ利用人数が少ないことから、国庫
補助（地方バス路線維持対策事業）の対象となっており、将
来にわたって負担を続けていくことは自治体の財政状況から
も難しいと認識されていた。
・通院や公共施設等への移動に不便を感じる高齢者など、
移動制約者に対応できる新たな交通方式を望む声が高まっ
ていた。
＜取組の内容＞
・旧二本松市に住所を有する６５歳以上の高齢者や障害者
等を対象とした乗合タクシーを平日のみ運行しており、利用
範囲は同区域内に限られている。
・運賃は、エリア内３００円で、利用する際は、事前登録が必
要となっている。

（市単独事業）
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都道府県／市区町村 交通モード 実施時期 概　　　要 国庫補助制度の活用

長野県安曇野市
（人口：１０万人）

デマンド型乗合タクシー
平成１９年度より

実証運行

＜取組の背景＞
・平成１７年１０月に５町村が合併し安曇野市が成立した。
・合併前の各町村地域においては、民間バス路線は既に撤
退しており、各町村が独自に交通施策を実施。
・合併後、新市域全体を連携する交通システムの整備が求
められる状況となり、新市建設計画においても、公共交通運
行事業として、路線バス、巡回バス、福祉バス、デマンド交通
などを連携させた新しい移動手段を整備することとしていた。
＜取組の内容＞
・各町村が運行していた路線バス、巡回バス、福祉バス、デ
マンド交通を連携させ、全市域に乗り入れするデマンド交通
を基本とした乗合タクシーに再編
・通勤通学時間帯には、通勤・通学者等の利便性向上策とし
て、路線定期運行を展開
・各地域運行エリア内での運行は１乗車３００円、さらには共

公共交通移動円滑化事業
（平成１９年度）
地域公共交通活性化・再生
総合事業（平成２０年度）

通乗車エリア内での乗継による他エリアへの移動も１乗車３
００円で可能とした
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都道府県／市区町村 交通モード 実施時期 概　　　要 国庫補助制度の活用

山梨県身延町
（人口：約１万６千人）

コミュニティバス
（運行主体：身延町）

平成６年度より
本格運行

＜取組の背景＞
・身延町は山梨県の峡南部の山間部に位置し、平成１６年９
月、下部町、中富町、身延町が合併して誕生した。
・県内でも高齢化率の高い町となっており、特に山間地域に
おいては高齢者等交通弱者の活動範囲を広げるような交通
システムの構築が求められる状況にあった。
・合併前の旧中富町で運行されていたスクールバス・病院患
者輸送バスは、運行ルートが比較的近いにもかかわらず、乗
車できる人員が児童・生徒や病院の患者に限られたり、異な
る時間帯に運行されるなど、過疎地域での人員輸送に非効
率な面があった。
・平成６年には町内の路線バスが廃止されたを受け、旧中富
町町営バスの再編と併せ、スクールバス等についても、効率
的な運行への再編が検討された。
＜取組の内容＞
○スクールバス・病院患者輸送バスの再編 （県による補助あり）

（人口：約１万６千人） （運行主体：身延町） 本格運行
・町内の集落、学校、病院、役場などを巡回する形で２路線
が運行されており、病院や山間部の集落など、主に医療機
関への町民の通院や児童・生徒の通学を想定した経路と
なっている。
・スクールバス的要素、福祉バス的な要素が高いことから無
料となっており、駅・病院・公共施設などの町内の主要拠点
を結ぶ町営バスとの乗り継ぎを考慮し、利便性の高いダイヤ
となっている。
○廃止路線代替バス
・駅・病院・公共施設等と集落を結ぶ形で４路線運行されてお
り、主に町民の日常生活を想定した路線となっている。
・町営バスについては、比較的広いエリアで運賃が変わる
ゾーン制運賃となっており、旧路線バスよりも安い運賃を導
入するとともに、運賃設定のパターンを少なくしてお年寄り等
の支払時の手間を省くことを考慮している。
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都道府県／市区町村 交通モード 実施時期 概　　　要 国庫補助制度の活用

鳥取県伯耆町
（人口：約１万３千人）

コミュニティバス
（運行主体：伯耆町）

平成１９年度より
実証運行

平成２０年度より
本格運行

＜取組の背景＞
・伯耆町は大山山麓の西部に位置し、日野川・ＪＲ伯備線・国
道１８１号線沿いの中山間地や過疎地に１２０集落が点在し
ている。
・各集落ともＪＲ伯備線の駅や路線バスの停留所までは遠
く、限られた住民のみが公共交通を利用できる環境となって
いる。
・平成１７年２月の西伯郡岸本町と日野郡溝口町が合併した
際、町内のバス利用環境が不平等（運賃・高齢者への回数
券交付）であった。
＜取組の内容＞
・バス利用の環境を平準化するため、スクールバス・広域路
線バス・デマンドバス・外出支援バス・多目的バスを横断的
に一元管理することとした。
・デマンドバスについては、３地域４路線が設定され、区間距
離は１０ｋｍ、バス停は各集落に１箇所以上設置されており、
事前予約制 運賃は均 円とな る

（県による補助あり）

事前予約制で、運賃は均一２００円となっている。

山口県下関市
（人口：２８万６千人）

スクールバスを含む
路線バス再編

平成２０年度より
実証運行開始

＜取組の背景＞
・下関市は、山口県の西部に位置し、平成１７年２月、下関
市、豊田町、菊川町、豊浦町、豊北町が合併して誕生した。
・合併前の旧豊田町、旧豊浦町、旧豊北町で運行されていた
スクールバス・園児送迎バスと旧豊田町の病院患者輸送バ
スは、過疎地域での人員輸送に非効率な面があった。
＜取組の内容＞
○スクールバスと病院患者輸送バスの再編
・旧豊田町の病院患者輸送バスは、目的を限定しない乗合
バスへ移行する。
・旧豊北町の園児送迎バスは、現在、空き時間を活用して７
８条運行しているが、通院・買物の利用にあったダイア設定
をする。
○４条及び７８条乗合バスの再編
旧４町には、住民の移動手段を確保するために乗合バスが
運行されているが、地域により運行形態が様々なため、制度
について見直しを行いサービス水準を統一して公平性を図る
とともに交通空白地をなくし、地域の状況にあった移動手段
を確保する。

地域公共交通活性化・再生
総合事業（平成２０年度）
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都道府県／市区町村 交通モード 実施時期 概　　　要 国庫補助制度の活用

高知県いの町
（人口：２万８千人）

デマンド型乗合タクシー
平成１９年度より

実証運行

＜取組の背景＞
・廃止された生活路線バスの廃止代替路線として町営で運
行していた路線は、過疎化が進み人口減少した地域である
ため、年々利用者が減少し、運行便数の５０％近くが利用者
０人の状況であった。
・上記の状況から廃止代替の路線バスとのしての路線維持
は困難となってきていた。
＜取組の内容＞
・従来の町営バス路線と、スクールバスをルート変更、減便
等で、見直し、定時制デマンド式乗合タクシーとして実証運行
を実施
・中型タクシーを利用し、料金を一乗車均一３００円とする。
・路線と時刻を定めた事前予約制とし、予約人員に応じて必
要台数を配車する。予約がなければ運行しない。

公共交通移動円滑化事業
（平成１９年度）

＜取組の背景＞

大分県日田市
（人口：７万３千人）

乗合タクシー
（運行主体：日田市・
タクシー事業者）

平成１９年度より実証
運行

＜取組の背景＞
・自動車交通の普及等により、バス等公共交通の利用者が
減少した結果、市内のバス路線は、ほとんどの路線が市の
補助金により運行されており、市の財政を圧迫。
・今後のさらなる利用者減、市の負担の増大が見込まれたこ
とから、路線バス等の公共交通利用者を維持、増加させてい
く必要があった。
＜取組の内容＞
・従来のバス型車両では入れない狭小路の運行が可能な乗
合タクシーを利用することにより、幹線で運行されている既存
の路線バス、福祉バス、コミュニティバス等に連結させ、バス
利用の促進を図る。

公共交通移動円滑化事業
（平成１９年度）
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